


貸出金残高の推移 

（百万円） （％） 
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地域の中小企業を中心とする事業資金の需要に積極的にお応えするなど、貸出金の増強に努めた結果、 

貸出金残高は前期末比  155億円増加して 6,752億円となりました。 

  貸出金残高 
うち個人ローン 

残高 

平成２７年３月期 675,254 102,224 

平成２６年３月期 659,743 102,815 

平成２５年３月期 646,824 103,999 

平成２４年３月期 643,860 108,770 

平成２３年３月期 643,719 115,325 

（百万円） 

貸出金残高は４年連続して増加 



（百万円） （％） 
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中小企業等に対する貸出金 

中小企業の皆さまに対する貸出金残高は、前期末比  100億円増加して 4,878億円となりました。 



貸出金残高に占める地元貸出金 

（平成27年3月末） 

貸出金残高 

6,752億円 

高知県内貸出金残高 

    4,622億円 

大企業その他 
25.79% 

その他 14.17%  

香川県 2.02%  

徳島県 3.04%  

愛媛県 8.77%  

高知県 

 68.45% 

中小企業等 
（中小企業、自営業、個人） 

      74.20% 
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平成27年3月末の貸出金残高 6,752億円のうち高知県内向け貸出金は 4,622億円で、当行の貸出金全体の 68.45％
を占め、また、高知県内向け貸出金のうち 74.20％は中小企業や個人のお客さま向けのご融資となっております。 

なお、全体では、中小企業や個人のお客さま向けの貸出金残高は、貸出金の 72.24％を占めております。 

中小企業等に対する貸出金の割合 

（平成27年3月末） 

中小企業等 
（中小企業、自営業、個人） 

99.61% 

大企業その他 
27.75% 

貸出先件数 

貸出金残高 

大企業その他 
0.38% 

中小企業等 
（中小企業、自営業、個人） 

72.24% 



預金等残高の推移 

（百万円） （％） 
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地域に密着した営業活動を展開した結果、預金等の残高は前期末比  73億円増加して  9,062億円となりました。 

  預金等残高 うち個人預金残高 

平成２７年３月期 906,202 645,348 

平成２６年３月期 898,898 644,988 

平成２５年３月期 882,414 641,862 

平成２４年３月期 873,082 634,026 

平成２３年３月期 863,439 625,765 

（百万円） 

預金等残高ならびに個人預金
残高は６年連続して増加 



愛媛県 5.56%  

預金等残高 

9,062億円 

高知県内預金等残高 

7,594億円 

金融機関・政府公金 

7.62％ 

一般法人 

17.33％ 

預金等残高に占める地元預金 

（平成27年3月末） 

徳島県 5.02%  

香川県 1.26%  

その他 4.34%  
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平成27年3月末の預金等残高 9,062億円のうち高知県内の
預金等残高は 7,594億円で、預金全体の 83.80％を占めて
おります。 

 
14.4%  

24.3% 

預り資産の推移 

（平成27年3月末） 

55,394 

67,836 

50,138 50,908 

56,221 

（百万円） 
(販売累計額) 

 



有価証券期末残高の推移 

 （百万円） 
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平成２7年３月期における有価証券の評価損益は、前期より ３８億７９百万円増加して １０８億７７百万円となりました。 

245,501 

276,909 

 

279,491 

301,980 
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（百万円） 

過去最高益 



経  費 

(百万円) 
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12,339 12,346 
11,926 

平成２７年３月期の経費合計は、前期より ５８百万円減少して １１８億３百万円となりました。 

（単位：百万円） Ｈ23年3月期 Ｈ24年3月期 Ｈ25年3月期 Ｈ26年3月期 Ｈ27年3月期 

人件費 6,491 6,468 6,585 6,543  6,603 

物件費 5,246 5,229 4,782 4,740 4,555 

税  金 608 642 558 578 644 

経費合計 12,346 12,339 11,926 11,861 11,803 

11,803 

経費合計では 
７年連続して削減 



金融再生法開示基準に基づく不良債権 
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金融再生法開示基準に基づく不良債権の合計は ３６０億８７百万円となり、 

不良債権比率は、前期比 １．４８ポイント低下して ５．３０％となりました。 

（単位：百万円） Ｈ23年3月期 Ｈ24年3月期 Ｈ25年3月期 Ｈ26年3月期 Ｈ27年3月期 

破産更生債権およびこれらに準ずる債権 15,233 13,564 8,030 5,388 4,146 

危険債権  31,440 36,033 33,607 31,578 29,105 

要管理債権 1,485 1,254 7,375 8,088 2,835 

合  計 48,159 50,852 49,013 45,055 36,087 

（％） 



[％] 

国内基準 
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経営の健全性の重要な指標とされる自己資本比率は、前期比  ０．０１ポイント上昇して１０．２１％となりました。 

なお、平成２６年３月期以降は新基準（バーゼルⅢ）にて、経過措置を適用し算出しております。 

旧 基 準 

新 基 準  

新 基 準 



主要計数目標と実績 

（単位：百万円） ＊コア業務純益（業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益） 

＊業務粗利益経費率（（経費－機械化関連費用）÷業務粗利益） 

（単位：百万円） 

（１）コア業務純益の改善額 

（２）業務粗利益経費率の改善幅 

（３）当期純利益 

コア業務 
純益 

△489 △179 △571 △248 △ 356 △ 176 － 計画対比 

3,112 2,979 1,410 3,144 1,409 3,451 実績 

3,601 1,662 3,550 1,658 3,500 1,585 － 計画 

27/3期 26/9期 26/3期 25/9期 25/3期 24/9期 24/3期    

1.26 △0.40 △1.26 △6.05 △4.81 △3.50 － 計画対比 

67.96 68.15 65.77 62.64 62.43 65.86 66.79 実績 

66.70 68.55 67.03 68.69 67.24 69.36 － 計画 

27/3期 26/9期 26/3期 25/9期 25/3期 24/9期 24/3期    

業務粗利
益経費率 

（単位：％） 
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1,483 

2,270 1,517 490 － 計画対比 

3,800 3,034 1,992 3,027 実績 

 1,530 1,517 1,502 － 計画 

27/3期 26/3期 25/3期 24/3期    

当期   
純利益 

計画期間 平成24年4月～平成27年3月 
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◆ 地域の活性化に向けた取り組み 

● 産業の振興につながる取り組みを強化 
 
当行は、高知県と「業務連携・協力に関する包括協定」を平成２４
年１月に締結し、高知県の産業振興につながる取り組みを強化し
てまいりました。 
こうした取り組みの実効性をより一層高めていくために、平成２６年
４月より高知県内各地の市町村の皆さまと「連携・協力協定」の締
結を進めており、これまでに下記の１０市町と締結しております。 
これからも、より一層地域に根ざした様々な取り組みを進めてまい
りたいと考えております。 
 
 
 
 
 

● 産学連携ファンドを創設 
 
当行は、高知県内の大学等が保有する特許や研究技術等を活用
した事業化を支援する「こうぎん産学連携ファンド」を創設し、平成
２６年１０月より取り扱いを開始いたしました。このファンドは大学等
から認定等を受けた法人を対象としており、ベンチャー企業にも適
用いたします。 
ファンドによる支援は「出資」と「融資」の二種類ですが、創業・新事
業をサポートし、産学連携強化による事業展開の支援を通じて、
地域経済の振興と活性化に貢献してまいりたいと考えております。 

協定を締結した地方公共団体 
  高知市・室戸市・奈半利町・大豊町・須崎市・四万十町・  
   黒潮町・梼原町・四万十市・土佐清水市  
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● 「地方創生サポートデスク」を創設 
 
当行は、地方創生に向けた体制整備の一環として、地域連携ビジネスサポート部に「地方創生サポートデスク」を創設いたし
ました（平成２７年２月）。 
地方公共団体の地方創生に向けた総合戦略づくりを積極的に支援していくことで、地域経済の活性化をサポートしてまいり
ます。 

● ビジネスマッチング等への取り組み 
当行は、地域経済活性化に向けた取り組みのひとつとして、地元企業の
商談会等への出展を支援しております。 
平成２６度に当行が出展支援を行った主な商談会は下記のとおりです。 
 
高知県地域産品商談会                  平成２６年５月開催 
「食の魅力」発見プロジェクト                               平成２６年７月開催 
東京ビジネスサミット                                   平成２６年１０月開催 
第４９回 スーパーマーケット・トレードショー２０１５ 平成２７年２月開催 
第４０回 ＦＯＯＤＥＸ ＪＡＰＡＮ２０１５          平成２７年３月開催 
 

● 「こうぎんビビッドファンド」の取り組みを強化 
 
当行は、農商工連携事業や医療・介護関連事業、食品加工・製造関連事業などの地域の成長分野に取り組んでいるお客さ
まに対する融資ファンドとして、平成２２年１０月に創設した「こうぎん・ビビッド・ファンド」を平成２２年１０月に創設いたしました。
ファンド総額は当初１００億円でスタートいたしましたが、以降毎年増額しており、平成２７年２月には、ファンド総額を７００億
円としております。 
本ファンドのさらなる活用を通じて、地域経済の発展をサポートしてまいりたいと考えております。 
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● 産学連携による地域貢献 
 
当行は、地元企業のニーズと高知工業高等専門学校が保有
している研究技術との連携を図ることで、地域の発展と産業の
振興に貢献していくことを目的とした「シーズ発表会」を、平成
１８年以降毎年開催しております。 
平成２６年１１月に開催した「第９回シーズ発表会」では、香川
高等専門学校にもご参加いただき、「アグリ支援技術」     
「食品産業支援技術」のテーマについて５つの発表が行われ、
地元企業１７社から２１名の方にご参加いただきました。 

● 「こどもサッカー教室」を開催 
 
当行は、地域のこどもたちを対象に競技の普及やジュニア育成
を通じて地域のスポーツ振興に貢献していくことを目的とした、
高知大学との合同によるサッカー教室を平成２２年以降毎年開
催しております。 
平成２６年度は高知市と幡多郡黒潮町の２カ所で開催し、幼稚
園、保育園児から小学生までのこどもたち合計３８６名にご参加
いただきました。 

● 「こども・金融科学教室」を開催 
 
当行は、地域のこどもたちへの金融知識の普及と併せ、科学に親しみな
がら学ぶことを目的とした「こども金融・科学教室」を、高知工業高等専門
学校と合同で平成２０年以降毎年開催しております。 
平成２６年度は高知市と四万十市の２カ所で開催し、小学生と保護者合
計１６６名にご参加いただきました。 

◆ 産学官との連携 
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● ＡＴＭ利用手数料を無料化 ～ いつでも便利に！ 
 
平成２７年５月１日より、当行のキャッシュカードを使用して、当行の
ＡＴＭをご利用いただく際のご利用手数料につきまして、全ての時
間帯を無料といたしました。 

◆ 地域とともに 

● 「よさこいおきゃく支店」を開設 
 
当行は、平成２７年５月２５日に、店舗・窓口を持たないインターネット
上の店舗「よさこいおきゃく支店」を開設いたしました。「よさこいおきゃく
支店」では、ご来店いただくことなくインターネットを通じたお取り引きに
より、全国どこからでも２４時間便利にご利用いただけます。 
店頭表示利率より金利がお得な定期預金や、土佐の名産品を半年毎
にプレゼントする特典付定期預金を発売しております。また、高知県の
食や文化など、高知の魅力を全国に向けて情報発信しております。 

● セブン銀行との提携ＡＴＭ利用手数料を無料化 
 
平成２７年３月６日より、当行のキャッシュカードを使用し
て、セブン銀行のＡＴＭをご利用いただく際のご利用手
数料につきまして、平日８：４５から１８：００のお引き出し、
ならびに全ての時間帯のお預け入れを無料といたしまし
た。 



平成27年４月～平成30年3月 

～ベスト・リージョナル・コラボレーション・バンクを目指して～ 

『地域の未来を築く こうぎんの挑戦』 

（計画期間） 
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１．  経営戦略 

地域との 

共存共栄 

     

☆お客さまにとって・・・・・役に立ち信頼される銀行 

☆株主にとって・・・・・・・・健全で企業価値の高い銀行 

☆地域社会にとって・・・・使命を果たし発展に貢献する銀行 

☆職員にとって・・・・・・・・働きがいがあり夢と希望を実現できる銀行 

     

金融仲介機能を発揮して、地域経済の活性化に積極的に貢献し、 

地域との共存共栄を図る。 

中長期のビジネスモデル 

 

【地域密着型金融の深化】  

  コンサルティング機能を発揮し、事業性評価を重視した信用供与や 

  経営支援を行うとともに、お客さまのライフステージや状況等に応じ 

  たソリューション提案力を強化して、地域と一体化した“ｆａｃｅ ｔｏ ｆａｃｅ” 

  の営業を徹底することで、地方創生に貢献する。 

【財務基盤の一層の強化】  

  貸出金の増強を柱としてトップライン収益の増強を図るとともに、将 

  来を見据えた経営の効率化を推進し、資産の健全化に努めていくこ 

  とで、強固な財務基盤を築き上げる。 

【経営管理態勢の強化】       

  リスク管理・収益管理の高度化により、持続性のある経営基盤を確 

  立する。 

【人材力の最大発揮】            

  職域内の役割分担の明確化により職員それぞれの士気を高め、一 

  層の創意工夫による考動力（thinking＆action）を発揮し、組織を活 

  性化させる。 
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重点施策 

収益力の強化 

 

トップライン収益の向上 
営業態勢の再構築 

適正なプライシングの徹底 

事業者取引の強化 個人取引の強化 

有価証券運用の強化 

営業態勢の再構築 ～地域と協働（コラボレーション）し、一体化したface to face（高密度営業戦略）～ 

◇ 地域の現状と将来に関する定量的・客観的分析に基づいた新たな営業態勢を構築 

◇ 主要経営基盤である高知県において『ブロック・エリア制』を推進し、営業力の強化を図る 
・・・・・ 

マーケットと地域特性を踏まえた地域密着型金融の深化
⇒5年後、10年後を見据えた当行独自のビジネスモデル 
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収益力の強化 

 

 ローン営業の強化       

 個人預金の増強    

 金融商品の販売強化    

 新たな営業チャネルの構築  

  家計取引のメイン化  

    

営業態勢の再構築 

事業者取引の強化 

      

有価証券運用の強化 

      

適正なプライシングの徹底 

個人取引の強化 

有価証券運用方針・運用戦略に基づく運用 

コンサルティング機能を発揮した付加価値の提供等 

新規事業先の開拓、既存取引先の深耕 

成長分野への取り組みの一層の強化  「こうぎん・ビビッド・ファンドの活用」 

   

ブロック・エリア制の導入 、地域と一体化したface  to  face  （高密度営業戦略） 
収 益 力 の 強 化 

営   業   力   の   強   化 

職員それぞれの士気を高め、一層の創意工夫による 

考動力（thinking ＆ action)を発揮 

組織の活性化 

人
材
の
活
用 

人
材
の
育
成 

ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス 

新たな人材の発掘や活用強化など 

 公募制による「支店長」の登用 

 「定年再雇用者」の活用による営業力強化 

 「キャリアリターン制度」 

 嘱託の公募による採用 

若手行員の早期育成など 

 「こうぎんカレッジ」の継続開催 

 e-ラーニングの活用 

 外部資格の取得促進 

 嘱託採用者を対象とした研修 

仕事と家庭の両立支援 

 育児休業の取得可能期間を延長 

 「キャリアリターン制度」 

育児休業の取得者を対象としたセミナーの開催 

ダイバーシティマネジメントの推進 

 行員の多様性の尊重  

人材力の最大発揮 

目標：預金・預かり資産 1兆円 

（27/3末：9,740億円） 
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経営の効率化 

営業活動の効率化 業務の効率化と経費の適切な管理 

資産の健全化 

 

基本方針 

 
 コンサルティング機能を発揮し、事業性評価を重視した信用供与や
経営支援を行うとともに、お客さまのライフステージや状況等に応じた
ソリューション提案力を強化して、地域と一体化した“face to face”の
営業を徹底することで、地方創生に貢献する。  

取り組み内容 

  “face to face”の地域コラボレーション（協働） 

 全ての営業店・役職員が、地域のあらゆる情報を収集し、組織全体
で共有することにより、創造性豊かな、拡がりのあるソリューション営業
を展開する。 

ビジネス情報ネットワークの活用とシステムの高度化  

「軒先顧客管理システム」の活用強化   
マーケット分析の精緻化  

業務の効率化 
経費の適切な管理 

経営改善支援活動の強化 ・ オフバランス化の取り組み 

地域密着型金融の深化 

お取引先に対するコンサルティング機能の発揮 地域の面的再生への積極的な参画 地域やお取引先に対する積極的な情報発信 

信用供与の円滑化のための方策・地域経済の活性化に資する方策 

信用供与の円滑化のための方策 地域経済の活性化に資する方策 

中小規模事業者等に対する融資推進活動 
人材育成の強化 
信用供与の実施状況を検証するための体制 
担保又は保証に過度に依存しない融資の促進等  

創業又は新事業の開拓に対する支援 
経営に関する相談その他の取引先企業に対する支援 
早期の事業再生支援    事業の承継に対する支援 
金融の円滑化を図る取り組み  
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主要計数目標 

27/3期実績 27/9期計画 28/3期計画 28/9期計画 29/3期計画 29/9期計画 30/3期計画 

コア業務純益 3,112 1,525 3,114 1,578 3,203 1,687 3,386 

（単位：百万円） 

＊コア業務純益（業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益） 

27/3期実績 27/9期計画 28/3期計画 28/9期計画 29/3期計画 29/9期計画 30/3期計画 

業務粗利益経費率 67.96 69.65 69.10 68.52 68.18 68.04 67.79 

＊業務粗利益経費率（（経費－機械化関連費用）／業務粗利益） 

（単位：％） 

（１）コア業務純益  

（２）業務粗利益経費率 

 

（３）当期純利益 

 

27/3期実績 28/3期計画 29/3期計画 30/3期計画 

当期純利益 38 16 15 15 

（単位：億円） 

（４）自己資本比率 

 

27/3期実績 28/3期計画 29/3期計画 30/3期計画 

自己資本比率 10.21 10.4％程度 10.4％程度 10.4％程度 

（単位：％） 
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平成２８年３月期 第１四半期決算の主要計数  

〔単体ベース〕 
平成27年3月期第1四半期 

（Ｈ26.6.30） 

平成28年3月期第1四半期 

（Ｈ27.6.30） 
比較 

貸出金 ６３５，５４７ ６５９，２２１ ２３，６７４ 

預金等 ９１３，３１９ ９１６，１１４ ２，７９５ 

業務粗利益 ３，７５４ ３，９２０ １６６ 

コア業務純益 ７９１ ６７４ △１１７ 

経常利益 １，４７５ １，２０２ △２７３ 

四半期純利益 １，４１２ １，０８５ △３２７ 

経費 ２，９７５ ３，１８４ ２０９ 

不良債権比率 ６．５３％ ５．３８％ △１．１５ポイント 

自己資本比率 １０．６８％ １０．４２％ △０．２６ポイント 

単位：百万円 
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お問い合わせ先 

株式会社高知銀行 経営統括部 

ＴＥＬ：088-822-9311 ＦＡＸ：088-871-7121 

ＵＲＬ：http://www.kochi-bank.co.jp/ 

Ｅ－ｍａｉｌ：kouhou@kochi-bank.co.jp 

本資料には、当社グループの将来の業績、経営目標などに関する記述が含まれております。 

こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。 

将来の業績は、経営環境の変化等により異なる可能性があることにご留意ください。 

本資料は決算の概要や経営方針等についてのご案内を目的としており、取引の推奨あるいは 

勧誘を目的とするものではありません。 


